書式８

○○被疑事件
被疑者　○○○○
勾留取消請求書
平成○○年○月○日 　
○○地方裁判所　御中
弁護人　　○　　　○　　　○　　　○　　　
　被疑者に対する頭書被疑事件について，○○地方裁判所裁判官甲のした勾留の裁判に対し，下記のとおり，勾留を取り消すよう請求する。
記
第１　被疑事実がないこと
１　被疑者は，平成２１年５月１３日に，（……中略……）行為を行ったとして，平成２１年５月２１日に逮捕され，翌２２日，○○地方裁判所裁判官甲の決定に基づき，「代用監獄」である○○警察署留置施設に勾留された。さらに，平成２１年５月２９日に勾留延長請求がなされ，同日，６月１０日までの１０日間の勾留期間の延長が決定された。なお，勾留決定と同時に，一般人との接見等禁止決定も付された。弁護人は，勾留裁判官に対し，被疑者の妻との接見等禁止の解除を申し立てたが，職権発動されることはなく，接見等禁止決定に対する準抗告も棄却された。
２　（……中略……）
　以上のとおり，被疑者が，本件被疑事実に関与していないことは明らかであり，被疑者は，明白に無実である。
　だからこそ，被疑者は，逮捕以来，一貫して，身に覚えがないと被疑事実を否認し続けている。
　ところが，取調べ担当の警察官は，時に黙秘を続ける被疑者に対し，執拗に自白を迫り，長時間の取調べを続けている。勾留は，あくまで，逃亡及び罪証隠滅の防止を目的とする制度であって，被疑者の取調べを目的とする制度ではない。取調官が，黙秘権を行使して供述拒否の意思を明らかに示している被疑者を連日取調室に呼び出して執拗に自白を迫ることは，被疑者の黙秘権侵害のみならず，自白の強要という重大な不利益・弊害を生じる蓋然性が極めて高くなったというべきであり，勾留継続により実現されるべき利益より勾留継続により生ずべき不利益・弊害の重大さが上回ったことにより，勾留はその必要性を欠くに至ったというべきである。
第２　被疑者が罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由がないこと
１　勾留は，人の身体の自由を奪い，人に苦痛を与えるものであり，実質的には刑罰同様の制裁効果を有する。それだけに，勾留の要件は厳格に解するべきである。刑事訴訟法６０条１項２号の「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」とは，単に抽象的・一般的可能性であってはならず，具体的事実に基礎付けられた蓋然性が求められている。
　　「罪証隠滅を疑うに足りる相当な理由」が認められるためには，罪証隠滅の対象となる証拠が，具体的・客観的に符合すること，被疑者が罪証隠滅行為を行うことが客観的・現実的に可能であること，罪証隠滅行為が被疑者にとって実効性のあること，被疑者が証拠を隠滅する意思を持っていることが具体的事実に基づいて推測されることなどが必要である。
　　そのように限定的に解釈しなければ，およそ全ての被疑者に「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」が認められてしまい，身体拘束を最小限にとどめようとした憲法，刑事訴訟法の趣旨が損なわれてしまうことになるからである。
２　被疑者は，無実であるから，罪証を隠滅すべき対象がそもそも存在しない。　被疑者が，（……中略……）
　この点，勾留裁判官は，勾留理由開示公判で，罪証隠滅の形跡があるとする事実として，関係者供述の変遷を挙げた。しかし，当該関係者の初期供述は，いきなりの強制捜査のなかで録取されたものである。同人の性別や年齢に照らせば，突然の取調べに慌ててしまい，威迫的・誘導的な聞き取りもあって，意に沿わない供述してしまった可能性もある。後に供述が変遷したとしても，落ち着いて冷静に記憶を取り戻した上での正確な供述であるとも考えられ，変遷後の供述が虚偽供述であると即断するのは早計である。
（……中略……）被疑者の罪証隠滅行為によって左右できる事実は存在しない。
３　被疑者には，罪証隠滅の客観的・主観的可能性がないのであるから，罪証隠滅をすると疑うに足りる相当な理由はない。
第３　被疑者が逃亡すると疑うに足りる相当な理由がないこと
　　（……中略……）被疑者は無実であり，むしろ，自分の潔白を晴らしたいと考えている。このような被疑者が，身体拘束から解放されたとして，仕事だけでなく，最愛の家族まで捨てて逃亡することなど考えられない。
　逃亡を疑う相当な理由など一切ないことは明白である。
第４　勾留の必要性がないこと
　捜査官は，勾留延長後，被疑者に対し，勾留状の被疑事実（●●店における販売目的所持）について詳しく事情を聞くことはあまりなく，会社の組織図や仕入れ方法などの一般的な事実を中心に聞き取りを進めている。単独正犯として勾留されている被疑者の勾留（このことは，勾留理由開示公判において，勾留裁判官も認めている）を利用して，会社上層部あるいは会社全体の関与を裏付けんがための捜査をしていると言わざるを得ない。そのような取調べをするために被疑者を勾留しているとすれば，別件逮捕そのものである。
　勾留８日目，９日目である○月２９日，３０日には，全く取調べはされていない。○月３１日は，１時間ほどの取調べはあったが，「否認を続ける気か。会社は最後は守ってくれないぞ」などと言って，虚偽自白を迫ったのみのである。実質的な取調べは，３日間なされていない。
　本件被疑事実に関する被疑者に対する取調べは，実質的に終了していると思われ，捜査機関は，これ以上，勾留を続けなくても，必要な捜査は十分に遂げることができるはずである。
　なお，勾留裁判官は，勾留延長の理由として，１０数人の事情聴取が予定されている旨述べたが，勾留延長請求があって以来，捜査機関が事情聴取を求めているのは○月２日現在，被疑者の妻のみである。
　このような捜査しかなされていないにもかかわらず，被疑者を勾留し続けることは，結局，勾留を利用して虚偽自白をとろうとし，あるいは，別件のための証拠収集をしようとするものであることは明白である。
　したがって，被疑者を勾留することに弊害こそあれ，勾留の必要性はないのである。
第５　結論
　以上のとおり，捜査機関の目的は，もっぱら被疑者の身体拘束を利用して，自白を強要するにあることは明白であり，本件勾留は，もっぱら取調べのための勾留に転化していることは明らかである。
　このように制度趣旨を完全に逸脱した本件勾留は，その必要性を全く欠くものである。速やかに勾留を取り消されたい。
以　上
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